2013春闘の課題について、総務省公務員部長と交渉

地公への給与減額波及について強く抗議

　自治労は、地方公務員給与の引下げ反対と2013春闘の推進のため、３月１日、総務省公務員部長と交渉した。

交渉には、自治労から氏家書記長、森総合労働局長、森本労働条件局長、高柳公務員制度改革対策室次長らが参加。総務省からは、三輪公務員部長、植田公務員課長、三橋給与能率推進室長、五嶋高齢対策室長らが参加した。

交渉の冒頭、氏家書記長は、民主党政権は、国家公務員の特例減額措置について地方公務員に波及させることはないと約束してきた。しかし、自民党政権は、１月24日、人事院勧告の取り扱いを変更するとともに、地方公務員にも国に準じた措置を取るよう要請することを閣議決定した。

この決定は、①地方自治の本旨をないがしろにするとともに、②自治体の労使自治への不当な介入であること、③地域経済に対しても多大なるマイナスの影響がある。また、昨年11月に閣議決定し国会に提出した地方公務員制度改革関連２法案の趣旨にも反する。このようなことは断じて認めることはできない、と強く抗議した。

　続いて、要求項目について、以下の通り、説明した。

１．給与決定に対する国の関与

自治体における賃金・労働条件の決定については、地域の実情や労使間の交渉・協議を通じた自治体の自主的な決定を尊重し、国からの干渉や一方的な指導、強制を行わないこと。

とりわけ技能労務職員と企業職員の給与については、労使交渉・労働協約によって決定する権利を尊重し、一方的な指導を行わないこと。

２．地域手当支給に関わる特別交付税の減額反対

２月８日に公表された「平成24年地方公務員給与実態調査結果の概要」の中で、「地方公務員の地域手当について」も公表されているが、国の官署が存在しない地域における地域手当の支給については特別交付税の減額対象としないこと。

３．雇用と年金の接続

地方公務員の雇用と年金の接続を図るため、定年年齢の段階的引上げを実施すること。また、制度確立までの間、すべての自治体で希望者全員が再任用されることができるよう具体的施策を講ずること。

４．臨時・非常勤等職員の処遇改善

臨時・非常勤職員が各自治体の行政サービスに欠かすことのできない存在となっている実態を直視し、その劣悪な処遇と不安定な雇用を改善するため、①非常勤職員に手当支給を可能とする地方自治法の改正、②均等待遇を求めるパート労働法の趣旨の地方公務員への適用、③自治体における任期の定めのない短時間公務員制度の創設をはかること。

５．人員の確保

新たな行政需要、業務量の増加、大規模災害の発生に対応することができるよう必要な定数確保に配慮すること。また、被災地域への派遣、支援を容易にするよう配慮すること。

　これに対して、三輪公務員部長は、次の通り回答した。

１．給与決定に対する国の関与について

　地方公務員の給与については、各地方公共団体において、議会での議論を経て、条例で定められるところ。

地方公共団体に対する今回の要請は、現下の最大の使命である「日本の再生」に向けて、国と地方が一丸となってあらゆる努力を結集する必要がある中、当面の対応策として、平成２５年度に限って、緊急にお願いしているもの。

我々としては、ぜひ各地方公共団体に今回の要請の趣旨をご理解いただきたいと考えており、今後とも丁寧に説明してまいりたい。

　技能労務職員等の給与については、一般行政職と異なり、労使交渉を経て労働協約を締結することができる。その上で、給与の種類、基準については条例で定めるもの。一方で、職務の性格や内容を踏まえつつ、同一又は類似の職種の国及び地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与等を考慮することが法律上求められているもの。地方公務員の給与に関する今回の要請は、技能労務職員等についてもその対象であり、各地方公共団体において、ぜひその趣旨をご理解いただき、適切な対応を取っていただきたいと考えている。

２．地域手当支給に関わる特別交付税の減額反対について

地域手当は、地域における民間の賃金水準を基礎とし、当該地域における物価等を考慮して支給される手当であり、地方公務員についても、国の地域手当の指定基準に基づき、原則としてこれに則って支給地域及び支給割合を定める必要があると考えているところ。

このような趣旨に鑑み、国の官署が存在しない地域についても、国の官署が存在する地域と同様に、国基準を超えて地域手当を支給している場合は、当該超過支給額に応じ特別交付税の減額対象としているところ。

３．雇用と年金の接続について

地方公務員の雇用と年金の接続については、昨年８月、「定年退職する職員が再任用を希望する場合、当該職員の任命権者は、定年退職日の翌日、当該職員を再任用職員として採用するものとすること。」等とする制度概要（案）を公表したところ。

　その後発足した現政権の公約においては、「60歳定年から年金支給開始までの収入の空白期間を回避するため、再任用制度の原則化を進めます。」、あるいは「年金支給開始年齢の引き上げに伴い定年退職者が無収入となることがないよう再任用制度の拡充を当面の措置とし、将来的には65歳まで定年を延長します。」とされているところ。こうした状況も踏まえ、引き続き、国家公務員における接続の検討状況を見つつ、対応してまいりたい。

４．臨時・非常勤等職員の処遇改善

非常勤職員への手当の支給についてであるが、地方自治法上、常勤の職員には「給料」と「手当」を、非常勤職員には「報酬」と「費用弁償」をそれぞれ支給することとされている。これは本来、非常勤職員が任期を限って臨時的・補助的業務に任用されるという性格であることによるもの。

　なお、地方公共団体における住民ニーズの高度化・多様化に対応するため、地方独自の制度として「任期付短時間勤務職員」制度を設けている。任期付短時間勤務職員は、常勤職員と同様の本格的な業務に従事することができ、また、給料と手当の支給が可能となるものであり、積極的な活用を促進していきたい。

　パート労働法の適用についてであるが、パート労働法は、民間事業主がその雇用する労働者について雇用管理の改善を行うことを目的とするものであるが、公務員については、住民や国民の意思である法令、条例に基づいて勤務条件が定められており、適用が除外されている。

しかしながら、地方公共団体における臨時・非常勤職員の任用にあたっては、民間労働法制の動向も十分に念頭に置くことが必要と考えられる。

臨時・非常勤職員の任用や処遇に関して守られるべきことについて、パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行って参りたい。

短時間公務員制度についてであるが、任期の定めのない常勤職員を中心とする公務の運営の原則は維持されるべきもの。任期の定めのない短時間勤務職員制度については、長期的な人事管理に困難が予想されること等、検討すべき様々な課題があると考えている。

また、民間でも、契約期間の定めのない「短時間正社員制度」のような雇用形態は、一般的とは言い難いと認識しており、民間労働法制の議論の動向や短時間正社員制度の普及状況などを踏まえ、様々な観点から幅広く議論、検討していく必要があると考えている。

５．人員の確保について

新たな行政需要や業務量の増加などについては、これまでも、地方公共団体において、地域の実情を踏まえつつ、行政需要の変化に対応したメリハリのある人員配置を行うなどして、対応されており、引き続き、適切な人事管理に取り組むことが重要と考えている。

　また、被災自治体への職員派遣に当たり、派遣された職員が行っていた業務への対応としては、任期付職員や再任用職員を採用して充てることが考えられるほか、派遣する職員を任期付職員として採用することも考えられ、こうした手法について助言を行っている。

　さらに、被災地域への派遣、支援を容易にするため、全国の自治体に対し、被災市町村で働く意欲のある市区町村のＯＢ等の情報をリスト化して被災自治体へ提供するほか、民間企業や自治体の第三セクター等の従業員を在籍したまま被災自治体が受け入れる仕組みを整備するなど、新たな取組を行っているところ。

　この回答に対して、氏家書記長は、政権が変わっても政府として閣議決定したことを覆すことは重大な問題である。従前の決定を尊重するようあらためて要請し、引き続き協議するよう申し入れる。

　また、「１．給与決定に対する国の関与」について、ラスパイレス指数を使用した国家公務員と地方公務員の給与の比較は行わないことを、再質問した。

　三輪公務員部長は、地方公務員の給与水準については、これまで以上に住民に対する説明責任が求められているところである。このような中、国家公務員の給与水準と比較したラスパイレス指数は、広く一般的に定着しており、給与水準を把握するための分かり易い指標として、引き続き、有効なものであると考えているところ、と回答した。

　このため、氏家書記長は、①今回の地方財政計画における給与費については、国家公務員の特例減額に準じて地方公務員も引下げを行うことを前提として算定されているが、本来の算定方法と異なり地域実態が反映されていないことから撤回すること、②今後、地方自治体の労使交渉における決定に対して、総務省が何らかの制裁措置を行うことは絶対に許されない、と強く訴えて交渉を終了した。
